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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第70期

第３四半期
連結累計期間

第71期
第３四半期
連結累計期間

第70期

会計期間
自　2018年４月１日
至　2018年12月31日

自　2019年４月１日
至　2019年12月31日

自　2018年４月１日
至　2019年３月31日

売上高 (百万円) 47,411 50,959 74,036

経常利益 (百万円) 2,988 3,191 5,584

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 2,580 4,115 3,480

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,752 4,231 3,822

純資産額 (百万円) 30,474 34,620 31,543

総資産額 (百万円) 68,155 76,442 70,906

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 63.89 102.12 86.16

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.7 45.3 44.5
 

 

回次
第70期

第３四半期
連結会計期間

第71期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

自 2019年10月１日
至 2019年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 35.66 36.99
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。

　なお、第２四半期連結会計期間において、舗道工業株式会社（建設事業）の全株式を取得し、同社およびその子会

社である舗栄建設工業株式会社（建設事業）を連結子会社といたしました。また、ミャンマー連邦共和国において

SEIKITOKYU MYANMAR ROAD COMPANY LIMITED（舗装資材製造販売事業）の設立手続きが完了し、同社を連結子会社と

いたしました。この結果、当社の連結子会社は10社となりました。
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第２ 【事業の状況】

「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 経営成績

当社グループの建設事業および舗装資材製造販売事業におきましては、第１四半期から第３四半期に比べ、第４

四半期の売上が占める割合が相対的に高く、一方、事業運営にかかる費用については年間を通じて恒常的に発生す

ることから、当社グループの売上および損益の状況は季節的に大きく変動いたします。

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米中貿易摩擦の長期化に伴う海外経済減速に加え、台風被害

や消費税率の引き上げなどが影響し、景況感に陰りがみられたものの、政府による各種政策効果等もあり、全体と

しては緩やかな回復基調を辿りました。

道路建設業界におきましては、防災・減災やインフラの老朽化対策工事等により、建設需要は堅調に推移したも

のの、中東情勢の緊張が続き、原油相場が不安定な値動きをみせるなど依然として予断を許さない事業環境となり

ました。

このような情勢のもと、当社グループでは、計画２年目となる「中期経営計画（2018-2020年度）」に基づき、

引き続き、中核事業の競争力強化に注力するとともに、将来における事業環境の変化に対しても迅速、的確、柔軟

に対応できる強固な経営基盤の構築に向け、各種施策を推進してまいりました。

　当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、受注高（製品売上高および不動産事業等売上高を含む）は

570億９百万円（前年同期比3.7％増）、売上高は509億59百万円（前年同期比7.5％増）、経常利益は31億91百万円

（前年同期比6.8％増）となりました。

　なお、特別利益として独占禁止法関連損失引当金戻入額14億48百万円を計上したことなどにより親会社株主に帰

属する四半期純利益は41億15百万円（前年同期比59.5％増）となりました。

 
セグメントの業績を示すと、次の通りであります。

なお、完成工事高、売上高および営業利益（セグメント利益）についてはセグメント間の内部取引高等を含めた

調整前の金額をそれぞれ記載しております。

 

 「建設事業」

建設事業につきましては、受注高は453億99百万円（前年同期比4.6％増）、完成工事高は393億49百万円（前

年同期比9.8％増）、営業利益は35億47百万円（前年同期比22.2％増）となりました。

 「舗装資材製造販売事業」

舗装資材製造販売事業につきましては、売上高は205億99百万円（前年同期比9.7％増）、営業利益は17億18百

万円（前年同期比13.0％減）となりました。

 「その他」

その他不動産事業等につきましては、売上高は５億94百万円（前年同期比13.0％増）、営業利益は１億26百万

円（前年同期比18.8％増）となりました。
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(2) 財政状態

「資産の状況」

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末と比較し55億35百万円増加の764億42百万円と

なりました。未成工事支出金が増加したことなどにより流動資産は36億71百万円の増加となり、また、アスファ

ルトプラントの更新や事業用不動産の取得などにより固定資産は18億63百万円の増加となりました。

「負債の状況」

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末と比較し24億58百万円増加の418億21百万円と

なりました。流動負債は、未成工事受入金が増加したことなどにより31億63百万円の増加となりましたが、長期

借入金や退職給付に係る負債の減少などにより固定負債は７億４百万円の減少となりました。

「純資産の状況」

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は、期末配当金の支払により10億90百万円減少いたしましたが、親

会社株主に帰属する四半期純利益41億15百万円の計上や退職給付に係る調整累計額の変動などにより、前連結会

計年度末と比較し30億77百万円増加の346億20百万円となりました。

 
(3) 経営方針・経営戦略および経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社は、「豊かな地域社会づくりに貢献する生活基盤創造企業」を標榜し、社会資本の整備を責務として事業を

展開しております。当社グループにおいてはこの考え方をもとに、道路建設を主軸に土木、水利・環境、舗装資材

の製造販売等の事業領域を確保し、社会基盤整備の担い手として、健全な発展と存続を目指しております。

なお、経営方針・経営戦略および経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等について、前事業年

度の有価証券報告書に記載した内容から重要な変更はありません。

　

(4) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

なお、当社は、全国において販売するアスファルト合材の販売価格の決定に関し独占禁止法違反の疑いがあると

して、2017年２月28日に公正取引委員会による立入検査を受け、以降、同委員会の調査に全面的に協力してまいり

ましたが、2019年７月30日、同委員会から、独占禁止法に基づく排除措置命令および課徴金納付命令を受けまし

た。当社では、このたびの命令を厳粛に受け止め、当社と利害関係を有しない外部の識者を含む「調査委員会」を

設置し、あらためて本件に係る事実確認および原因究明ならびに再発防止策に関する客観的な評価・検討を行うな

ど、全社をあげて独占禁止法違反行為の再発防止に向けた様々な施策に取り組んでおります。

 

(5) 研究開発活動

近年、道路建設事業を取り巻く環境は大きく変化しており、環境保全に対する関心の高まりや公共工事の入札制

度改革などにより、企業の技術力や提案力が工事受注、製品販売に与える影響は、今後ともますます大きくなる状

況にあります。　　　　

このような状況のなか、当社におきましては、環境への配慮や安全確保、コストの縮減など、社会のニーズが高

まっているテーマを中心に研究開発を行なうとともに、高品質、高付加価値の施工、商品の提供に努めておりま

す。

なお、当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、２億98百万円となりました。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2019年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2020年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,414,407 40,414,407
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であり
ます。

計 40,414,407 40,414,407 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2019年12月31日 ― 40,414,407 ― 2,000 ― 500
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日である2019年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

2019年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 119,600
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

402,469 ―
40,246,900

単元未満株式 普通株式 47,907
 

― ―

発行済株式総数 40,414,407 ― ―

総株主の議決権 ― 402,469 ―
 

(注) 　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式24株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2019年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
世紀東急工業株式会社

東京都港区芝公園
２―９―３

119,600 ― 119,600 0.30

計 ― 119,600 ― 119,600 0.30
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2019年10月１日から2019年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 15,735 17,414

  受取手形・完成工事未収入金等 ※２  24,576 ※２  20,238

  未成工事支出金 4,958 10,919

  材料貯蔵品 353 334

  その他 2,611 3,008

  貸倒引当金 - △6

  流動資産合計 48,236 51,908

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物 8,025 8,409

   機械、運搬具及び工具器具備品 18,354 19,075

   土地 13,099 13,998

   建設仮勘定 302 816

   減価償却累計額 △20,365 △20,108

   有形固定資産合計 19,416 22,190

  無形固定資産 225 400

  投資その他の資産   

   その他 ※１  3,028 ※１  1,942

   貸倒引当金 ※１  - ※１  △0

   投資その他の資産合計 3,028 1,941

  固定資産合計 22,670 24,533

 資産合計 70,906 76,442
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 ※２  21,301 ※２  23,311

  短期借入金 1,739 473

  未払法人税等 531 73

  未成工事受入金 3,794 8,192

  完成工事補償引当金 25 24

  工事損失引当金 13 75

  賞与引当金 1,076 558

  独占禁止法関連損失引当金 4,346 2,897

  その他 2,092 2,477

  流動負債合計 34,921 38,084

 固定負債   

  長期借入金 665 300

  退職給付に係る負債 3,693 3,341

  その他 82 95

  固定負債合計 4,441 3,736

 負債合計 39,362 41,821

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,000 2,000

  資本剰余金 508 510

  利益剰余金 30,026 33,051

  自己株式 △5 △71

  株主資本合計 32,529 35,490

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 14 17

  為替換算調整勘定 - △31

  退職給付に係る調整累計額 △1,000 △854

  その他の包括利益累計額合計 △985 △869

 純資産合計 31,543 34,620

負債純資産合計 70,906 76,442
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

売上高 47,411 50,959

売上原価 41,129 44,106

売上総利益 6,282 6,853

販売費及び一般管理費 3,298 3,665

営業利益 2,984 3,188

営業外収益   

 受取配当金 2 4

 受取賃貸料 15 18

 業務委託料 14 14

 雑収入 12 15

 営業外収益合計 46 52

営業外費用   

 支払利息 17 7

 支払保証料 12 19

 雑支出 11 22

 営業外費用合計 41 49

経常利益 2,988 3,191

特別利益   

 固定資産売却益 20 4

 受取補償金 - 9

 負ののれん発生益 - 83

 独占禁止法関連損失引当金戻入額 - 1,448

 特別利益合計 20 1,546

特別損失   

 固定資産売却損 0 48

 固定資産除却損 10 63

 違約金 10 -

 減損損失 - 82

 特別損失合計 20 194

税金等調整前四半期純利益 2,988 4,543

法人税、住民税及び事業税 408 427

四半期純利益 2,580 4,115

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,580 4,115
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

四半期純利益 2,580 4,115

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △10 2

 為替換算調整勘定 - △31

 退職給付に係る調整額 182 145

 その他の包括利益合計 172 115

四半期包括利益 2,752 4,231

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,752 4,231

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 債権の全額に貸倒引当金を設定している「破産更生債権等」については、当該貸倒引当金を債権から直接減額し

ております。

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

 497百万円 483百万円
 

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当

第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、四半期連

結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

受取手形 3百万円 1百万円

支払手形 60 36

計 63 37
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 

2019年４月１日 至 2019年12月31日）

当社グループの売上高は、通常の営業の形態として下半期、特に第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合

が高く、業績の季節的変動が顕著であります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

減価償却費 945百万円 1,056百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月22日
定時株主総会

普通株式  403  10 2018年３月31日 2018年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

   該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月21日
定時株主総会

普通株式 1,090 27 2019年３月31日 2019年６月24日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

   該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

 報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

(単位：百万円）

 報告セグメント   
四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 建設事業
舗装資材
製造販売
事業

計
その他
（注）１

調整額
（注）２

売上高       

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

35,828 11,513 47,342 68 ― 47,411

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― 7,270 7,270 457 △7,727 ―

計 35,828 18,784 54,612 525 △7,727 47,411

セグメント利益 2,903 1,975 4,879 106 △2,002 2,984
 

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んでおります。

(注)２ セグメント利益の調整額の主なものは、各事業セグメントに帰属しない本社管理部門等の一般管理費△1,980百

万円であります。

(注)３ セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

 報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

(単位：百万円）

 報告セグメント   
四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 建設事業
舗装資材
製造販売
事業

計
その他
（注）１

調整額
（注）２

売上高       

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

39,349 11,485 50,835 124 ― 50,959

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― 9,113 9,113 469 △9,583 ―

計 39,349 20,599 59,948 594 △9,583 50,959

セグメント利益 3,547 1,718 5,265 126 △2,204 3,188
 

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んでおります。

(注)２ セグメント利益の調整額の主なものは、各事業セグメントに帰属しない本社管理部門等の一般管理費△2,181百

万円であります。

(注)３ セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

   １株当たり四半期純利益 63.89円 102.12円

  (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円)  2,580 4,115

   普通株主に帰属しない金額（百万円）  ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益 (百万円)

 2,580 4,115

   普通株式の期中平均株式数(千株)  40,388 40,304
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

  該当事項はありません。

 

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

　2020年２月10日

世紀東急工業株式会社

　　　取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松　尾　浩　明 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 井　上　裕　人 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている世紀東急工業株

式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2019年10月１日から2019年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、世紀東急工業株式会社及び連結子会社の2019年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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